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1【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】
　2025年9月24日に提出いたしました第13期（自　2024年7月1日　至　2025年6月30日）有価証券報告書の記載事項の一

部に誤りがありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提出するものであります。

 

2【訂正事項】
第一部　企業情報

第1　企業の概況

5　従業員の状況

(4）管理職に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業等取得率及び労働者の男女の賃金の差異

第2　事業の状況

2　サステナビリティに関する考え方及び取組

3．人的資本・多様性に対する取り組み

(2）指標と目標

 

3【訂正箇所】
　訂正箇所は＿＿＿を付して表示しております。
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第一部【企業情報】

第1【企業の概況】

5【従業員の状況】

（4）管理職に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業等取得率及び労働者の男女の賃金の差異

　　（訂正前）

　提出会社

当事業年度

管理職に占める女性労働
者の割合（％）
（注）1

労働者の育児休業取得率（％）
（注）2

労働者の男女の賃金の差異（％）
（注）3

男性 女性 全労働者 正規雇用労働者
パート・
有期労働者

26.0 84.8 100.0 32.00 30.58 28.78

　（注）1．2．（省略）

3．提出会社で雇用している労働者を対象にしています。

対象期間：2025年6月期（2024年7月1日から2025年6月30日まで）

賃金：基本給、賞与、残業手当等を含み、上場前ストックオプション、持株会奨励金、通勤手当などを除き

ます。

「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」における「男女の賃金の差異」の算出の原則に適合し

ております。

4．（省略）

 

　　（訂正後）

　提出会社

当事業年度

管理職に占める女性労働
者の割合（％）
（注）1

労働者の育児休業取得率（％）
（注）2

労働者の男女の賃金の差異（％）
（注）3

男性 女性 全労働者 正規雇用労働者
パート・
有期労働者

26.0 84.8 100.0 66.72 69.42 43.17

　（注）1．2．（省略）

3．提出会社で雇用している労働者を対象にしています。

対象期間：2025年6月期（2024年7月1日から2025年6月30日まで）

賃金：基本給、賞与、残業手当等を含み、上場前ストックオプション、持株会奨励金、通勤手当などを除き

ます。

「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）の規定に基づき算出したもの

であり、男性労働者の賃金の平均に対する女性労働者の賃金の平均を割合（％）で示しております。なお、

パート・有期労働者には執行役員を含めて算出しております。

4．（省略）
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第2【事業の状況】

2【サステナビリティに関する考え方及び取組】

3．人的資本・多様性に対する取り組み

（2）指標と目標

　　（訂正前）

（前略）

多様性に関する

情報

全社員に占める女性の割合 33.8％

取締役に占める女性の割合 58.3％

管理職に占める女性社員の割合 26.0％

正社員における男女間の賃金差異（注2） 30.6％

男女間の賃金差異における「説明のできない」格差

（注2）

1.4％

全社員に占めるエンジニア職社員の割合 全体：38.1％

（うち男性：87.6％　女性：12.4％）

（外国籍：58.5％）

東京オフィスで働く社員の国籍数 53ヶ国

全社員に占める外国籍の社員の割合 29.7％

育児休業・有給

休暇に関する情

報（注2）

年次有給休暇の取得率 75.1％

育児休業等の取得割合 男性：84.8％

女性：100.0％

育児休業等の取得平均日数 男性：126.3日

女性：268.3日

育児休暇後、12ヶ月経過時点の定着率(男女別） 84.3％

（男性：64人　男性定着率：83.1％）

（女性：27人　女性定着率：87.1％）

　上記の情報は、注釈のない箇所については提出会社で雇用している労働者を対象にしています

 

（注）1．2．（省略）

（中略）

<男女間賃金格差の是正アクションについて>

　メルカリでは、組織内の男性と女性の平均賃金の差のみを示す「男女間の賃金格差」のほか、より状況を正確に

把握するために、役割・等級や職種などによる差に起因しない「説明できない格差」（「unexplained pay

gap」）も算出しています。属性に関わらない競争力のある報酬を実現するための仕組みの一環として、重回帰分

析を使用した定期的な賃金格差のモニタリングを導入しております。

 

(1)2023年の是正措置以降、年2回の定期的なモニタリングを開始。

(2)全労働者における男女間賃金格差は昨年から1.32％縮小し、32.00％でした。

（後略）
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　　（訂正後）

（前略）

多様性に関する

情報

全社員に占める女性の割合 33.8％

取締役に占める女性の割合 58.3％

管理職に占める女性社員の割合 26.0％

正社員における男女の賃金の差異（注2）（注3） 69.4％

男女間の賃金差異における「説明のできない」格差

（注2）

1.4％

全社員に占めるエンジニア職社員の割合 全体：38.1％

（うち男性：87.6％　女性：12.4％）

（外国籍：58.5％）

東京オフィスで働く社員の国籍数 53ヶ国

全社員に占める外国籍の社員の割合 29.7％

育児休業・有給

休暇に関する情

報（注2）

年次有給休暇の取得率 75.1％

育児休業等の取得割合 男性：84.8％

女性：100.0％

育児休業等の取得平均日数 男性：126.3日

女性：268.3日

育児休暇後、12ヶ月経過時点の定着率(男女別） 84.3％

（男性：64人　男性定着率：83.1％）

（女性：27人　女性定着率：87.1％）

　上記の情報は、注釈のない箇所については提出会社で雇用している労働者を対象にしています

 

（注）1．2．（省略）

3．「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）の規定に基づき算出した

ものであり、男性労働者の賃金の平均に対する女性労働者の賃金の平均を割合（％）で示しておりま

す。

（中略）

<男女間賃金格差の是正アクションについて>

　メルカリでは、組織内の男性と女性の平均賃金の差のみを示す「男女間の賃金格差」のほか、より状況を正確に

把握するために、役割・等級や職種などによる差に起因しない「説明できない格差」（「unexplained pay

gap」）も算出しています。属性に関わらない競争力のある報酬を実現するための仕組みの一環として、重回帰分

析を使用した定期的な賃金格差のモニタリングを導入しております。

 

(1)2023年の是正措置以降、年2回の定期的なモニタリングを開始。

(2)全労働者における男女の賃金の差異は昨年から2.46ポイント上昇し、66.72％でした。

（後略）
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